
2 款 1 項 6 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 15,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

用地取得費 千円 24 17484 0 16454
維持管理費 千円 2167 3140 1806 2844
財産処理委員会 回 0 1 0 0

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 4,430 21,200 2,601 20,889

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,627 1,590 795 1,590
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.20 0.20 0.10 0.20
人件費単価 8,135 7,954 7,954

1,590
合計 0 21,200 2,601 20,889

事業費
直接事業費 2,803 19,610 1,806 19,299
人件費 1,627 1,590 795

改善策の
具体的

取り組み

売却物件について、広報いよし、ホームページを活用し、広く周知し財産処分を進める。また、管理において
は、雑草等苦情のないよう適切に管理する。

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

　普通財産の経済的な運営管理によって、間接的に行政の執行に寄与することを主たる目的とする。

事業の内容

　直接特定の行政目的のために供されるものでない市有財産を経済的価値を発揮させるために管理する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

行政目的を持たない普通財産について、処分可能な物件について売却等の処分を積極的に行い、財源確保
に努める。

事業の対象 普通財産

根拠法令等
地方自治法第238条の5

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 財務課 電話番号（内線）： 512
記入者情報 所属長： 新田 亮仙 担当責任者： 泉 一人

事務事業名 普通財産管理事務
予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
行政評価委員会抽出事業

課題認識

　湊町の県有埋立地の一部を住宅用地として整地のうえ売却するとの地元との約束の実現に向けて、今
年度県有地部分を購入し、一歩前進した。残る国有地部分の取得に向けて関係課との連携の下進めて
いく。　普通財産の処分は、市税等自主財源が減少する中、財源を確保する有望な手段のひとつである。
そのため、未活用の土地・建物の解消に向けて不動産協会等との協力や広報紙や市ＨＰ等の媒体を活
用した周知を強化する。　普通財産の管理にあっては、雑草や不法投棄など近隣住民に不安を与えるこ
とのないよう、問題発生時の早期対応など適切な対応に努める。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

本年度は湊町埋立地購入もあり事業費が増加した。管理においては経費負担の少ない財産管理を行
い、また財源確保のためにも売却又は貸付を進める必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 3

目　　標 5 0 0 0
実　　績 3 2 0 0

成果指標

成果指標
　普通財産に対する市民からの苦情件数

指標設定の
考え方

　適正な事業の目的を遂行することにより、普通財産に対す苦情件数が減少すると考えられるため。

区分年度 25年度 26年度 27年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

普通財産をどのように活用していくか計画を作成し、各年度の目標と実績を成果指標とすること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・シートを見てもよく分からなかった。事業の内容はもう少し詳しく書いていただきたい。・課題認識にいろ
いろ項目があるのだが、成果指標が苦情だけの考え方だけで良いのか。ほかの指標があれば良かっ
た。・固定資産台帳を早めに整備して情報公開された方が市民のためになると思うので、進めていただき
たい。・今後少子高齢化で遊休になる土地が増えると思う。市の所有も増えると思うので、その処分を考
えておく必要がある。・新公会計となった際は、成果指標は、貸付など有効活用されている財産÷全ての
普通財産とすべきだと思う。・普通財産、行政財産の件数など、一覧表にしたものが資料であれば、くどく
どとした説明は必要なかったと思う。さらに行政財産から普通財産に転化された経緯等含んでいれば、説
得力というか納得性が得られたのではないかと思う。


